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一　はじめに

　明治26年9月15日に創刊された『琉球新報』（１）は、
以後明治32年3月30日までの間に断続的に「本県公文」
欄を設け、ここに沖縄県の県令、告示および一部の訓
令を掲載した。本稿は、『琉球新報』紙上のこの「本県
公文」欄と、そこに掲載された沖縄県の令達ないし令
規（以下本稿では「令達」という。）を紹介することを
目的とするものである（２）。
　筆者はこれまでに、沖縄における近代法の形成・展
開とその構造の研究のための基礎的作業として、明治
期から昭和戦前期までに編纂・発行された沖縄県の令
達集ないし令規集（以下「令達・令規集」という。）を
主たる対象として、沖縄県が戦前期に公布または発令
した令達に関する情報を収集・整理する作業を行うと
ともに（３）、戦前期沖縄県の令達にはどのような類型な
いし種別（以下「令達類型」という。）が存在したか、
またそれらがどのように変遷したかを考察してきた（４）。
　しかし、戦前期沖縄県の令達・令規集に収録ないし
掲載されている令達は、沖縄県が戦前期に公布または
発令した令達全体のうちの一部にすぎない。戦前期沖
縄県の令達を記録した公式文書のほとんどが失われて
いるもとで、戦前期沖縄県の令達の全体象に迫るため
には、戦前期沖縄県の令達・令規集だけでなく、戦前
期沖縄県の令達を収録ないし掲載したその他の刊行物
や沖縄県の残存公文書にも検討の対象を広げていくこ
とが必要である。その際、たとえば、『沖縄県日誌』、
『沖縄県下甲乙丙丁号達』などの残存公文書や『沖縄県
公報』、『沖縄県師範学校一覧』などの刊行物が検討対
象となるであろう（５）。本稿は、令達・令規集以外の刊
行物を検討対象とした戦前期沖縄県の令達に関する基
礎的作業の手始めとして（６）、『琉球新報』紙上の「本県
公文」欄を取り上げるものである。

二　�『琉球新報』紙上の「本県公文」欄について

　前述のように『琉球新報』は明治26年9月15日に沖
縄県において創刊された新聞であるが、明治26年9月
9日県令第39号「公布式一定」（７）は、同月「十五日ヨ
リ発刊ノ琉球新報ニ掲載スルヲ以テ本県令ノ公布式ト
定ム」と規定し、これによって、同月15日以降、沖縄
県の県令（実際にはさらに告示および一部の訓令）は
『琉球新報』への掲載（具体的には『琉球新報』紙上
の「本県公文」という欄への掲載）を以って公布され
ることになった（８）。さらに、同年9月13日訓令第157号
「琉球新報講読義務ノ件」（９）により、沖縄県庁の各部各
課、各役所役場蔵元番所、各学校等の官衙に『琉球新
報』の購読が義務付けられた。この公布方法は、明治
32年3月31日告示第17号「県公報ニ令達掲載方」（１０）に
よって、明治32年4月1日以降沖縄県の令達を『琉球
新報』の「附録又ハ号外トシテ発刊スル沖縄県公報ニ
掲載ス」るという方法に変更されるに至るまで続けら
れた（１１）。
　ところで、明治26年創刊以来昭和15年12月まで発
行された戦前期の『琉球新報』は今日完全な形で残存
しているわけではなく（１２）、そのため、『琉球新報』紙
上に掲載された「本県公文」にもかなりの欠落がある。
管見によれば、今日確認できる最初の「本件公文」は、
明治27年12月16日（日曜日）付『琉球新報』第208
号（１３）のそれであり、ここには明治27年12月16日公布
（同月15日制定）の告示第59号「小学校教員乙種検定
施行」（後掲【表2】の公文1）が掲載されている。こ
れに次いで古いのは、明治27年12月28日付『琉球新
報』第215号（１４）の「本県公文」であり、ここには明治
27年12月28日公布の県令第53号「明治二十六年三月
県令第十五号小学校設置区域及位置表改定」（後掲【表
2】の公文2）が掲載されている。これ以降については、
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本稿執筆時点で確認できる限りでは、明治31年4月1日
付『琉球新報』第792号から明治32年3月30日付『琉
球新報』第969号まで（１５）の間に小計85回にわたって
「本県公文」欄が断続的に掲載されている。以上の合計
87回の「本県公文」欄に掲載された沖縄県の令達は合
計122件であり、その類型別内訳は告示74件、県令44
件、訓令4件である（１６）。また、この122件の令達の公
布年次別の件数（およびその類型別件数）は、明治27
年が2件（県令1件、告示1件）、明治31年が82件（県
令23件、告示57件、訓令2件）、明治32年が38件（県
令20件、告示16件、訓令2件）である。
　この他に、「本県公文」欄に掲載された令達の訂正
として、「本県公文」欄自体に掲載された「本県公文
の正誤」または「正誤」という見出しの記事が合計5
件、『琉球新報』の巻頭または「雑報」欄に掲載された
「公文（の）正誤」または「正誤」という見出しの記
事等が16件ある。これらの訂正記事を整理すると【表
１】の通りである。このうち少なくとも整理番号4、9、
19、21の4件は、年月日と「沖縄県庁」との表示があ
るので令達の一類型としての「正誤」であると推定さ
れる。
　なお、明治31年7月11日付『琉球新報』第842号2面
1段の「雑報」欄に「前号の附録に掲載せし本県告示第
五十五号中遣失とあるは遺の誤亦た最寄警察分署又は
とあるは警察署警察分署又はの誤にて各々正誤す」と
いう「公文正誤」記事があり、この記事によれば明治
31年7月9日付『琉球新報』第841号の附録に明治31
年沖縄県告示第55号が掲載されていたことがわかる。
また、明治32年1月7日付『琉球新報』第929号2面1
段の「本県公文」欄に「前々号ノ紙上沖縄県告示第八
十八号ニ明治三十二年一月一日トアルハ明治三十一年
十二月二十九日ノ誤植ニ付正誤ス」という「正誤」記
事があり、この記事によれば『琉球新報』の「前々号」
すなわち第927号（推定発行日は明治32年1月1日）の
「本県公文」欄に明治31年沖縄県告示第88号が掲載さ
れていたことがわかる。しかし、現時点では『琉球新
報』の第841号附録および第927号の残存は確認されて
いない（１７）。

三　�「本県公文」欄掲載の令達の内容と資料的
価値について

　次に、上述の122件の令達の規定内容を概観してみ
よう。その際の手掛りとして、本稿では、明治39年に
発行された『沖縄県令達類纂〔初版〕』（以下「明治39
年版『令達類纂』」という。）の編纂方式（１８）を借用する
ことにしよう。すなわち、明治39年版『令達類纂』は、
明治38年8月末日までに公布または発令された沖縄県
の令達をその規定内容に従って14類（官規、制度、社
寺、軍事〔兵事〕、土木、教育、勧業、交通、警察、衛

生、恤救、会計、統計、雑）に分類して配列している。
さらに恤救を除く各類はいくつかの章に細分類されて
いる。そこで、「本県公文」欄に掲載された122件の令
達を、明治39年版『令達類纂』のこの編纂方式にそっ
て分野別に整理すると、制度11件（郡区間切島10、区
間切島財産営造物1）、軍事5件（徴兵3、召集2）、土
木1件、教育36件（師範学校4、中学校3、小学校17、
教科書5、学事諸規程7）、勧業26件（農工商業18、漁
業1、畜産6、度量衡1）、交通7件（船舶標識7）、警察
13件（服務4、保安3、営業6）、衛生10件（伝染病6、
病院1、衛生諸規程3）、雑9件（褒賞4、戸籍3、金禄
1、移民1）、分野不明4件である。官規、社寺、恤救、
会計、統計の各分野に属する令達は存在しない。また、
分野不明の4件の令達は、漂着物拾得、補助銀貨交換、
美術展出品募集および有害鳥獣駆除捕獲免許状遺失届
に関する告示である。
　ところで、「本県公文」欄に掲載された令達の資料
としての最大の特徴は、すべて原始規定であること
（従って、当該令達が公布された後になされた一部改
正の内容が織り込まれていないこと）にある。
　ここでは、「本県公文」欄に掲載された122件の令達
の資料的価値を検討する手掛かりとして、これらの令
達の公布時期の前後に編纂・発行された明治39年版
『令達類纂』、『学事規定全書』（沖縄県尋常師範学校、
明治27年）および『沖縄県師範学校一覧』（沖縄県師
範学校、明治34年）との重複掲載状況等を確認し整理
してみよう。その結果は次の通りである。
　①「本県公文」欄掲載令達と明治39年版『令達類
纂』掲載令達とが同文のもの：11件（公文25、26、28、
29、59、65、92、94、100、110、122）。②明治39年版
『令達類纂』掲載令達が「本県公文」欄掲載令達の公
布後になされた一部改正を織り込んでいるもの：12件
（公文8、24、47、49、51、58、60、90、91、93、95、
103）。③「本県公文」欄掲載令達が明治39年版『令達
類纂』掲載令達に織り込まれている一部改正令達であ
るもの：2件（公文79、109）。④明治39年版『令達類
纂』下巻の巻末附録「廃止・取消令達」に該当する令
達であるもの：1件（公文85）。⑤「本県公文」欄掲載
令達が『学事規定全書』掲載令達を一部改正する令達
であるもの：6件（公文2、10、87、101、106、117）。
⑥「本県公文」欄掲載令達と明治34年版『沖縄県師範
学校一覧』掲載令達とが同文のもの：1件（公文59）。
⑦明治34年版『沖縄県師範学校一覧』掲載令達が「本
県公文」欄掲載令達の公布後になされた一部改正を織
り込んでいるもの：2件（公文49、60）。⑧「本県公
文」欄掲載の他の令達を一部改正する令達：10件（公
文 61、66、68、74、96、108、112、114、116、120）。
⑨以上の①～⑧のいずれにも該当しないもの：79件。
　以上によれば、①および⑥のカテゴリーの令達につ
いては明治39年版『令達類纂』または明治34年版『沖
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縄県師範学校一覧』によっても同文の令達を確認する
ことができる。しかし、これら以外のカテゴリーの令
達については、現時点では他に確認できる文献・資料
はほとんどないであろう。また、②、③、⑤、⑦およ
び⑧のカテゴリーの令達は、一部改正の箇所と内容を
特定するうえで有用な情報を提供するであろう。

四　【表２】および【表３】について

　つぎに、本稿の末尾に掲げた【表２】およひ【表３】
について簡単に解説をしておこう。
　【表２】（以下「本表」という。）への掲載は、『琉球新
報』の発行年月日順により、同一発行年月日に掲載さ
れているものについては「本県公文」欄の掲載順によっ
た。ただし、『琉球新報』への掲載が複数日にわたる令
達については、最初の掲載日にまとめて表示した。本
表には、「符号」、「整理番号」、「公布年月日」、「制定
年月日」、「令達類型」、「令達番号」、「令達の名称・件
名」、「琉球新報発行年月日」、「琉球新報掲載号」、「琉
球新報掲載面段」および「備考（重複掲載状況等）」の
各欄を設けた。本表中「符号」（公文）および「整理
番号」（1～122）は、作表の便宜や後日の引用の便宜
のために、筆者が付したものである。本表中「公布年
月日」欄には、『琉球新報』への掲載年月日（発行年
月日）を表示した。これは、前述のように明治26年県
令第39号「公布式一定」が「明治十九年県令甲第二十
四号ヲ以テ相定候公布式ヲ廃シ爾来ハ来ル十五日ヨリ
発刊ノ琉球新報ニ掲載スルヲ以テ本県令ノ公布式ト定
ム」（１９）として、『琉球新報』への掲載をもって沖縄県
令達の公布式と定めたことによる。本表中「制定年月
日」欄には、当該令達の制定文（または公布文）中に
記載された年月日を表示した（ただし公文74について
は、原文中に制定年月しか記載されていないので、本
表中では日付部分を「00」と表示した。）。本表中「令
達の名称・件名」欄には、令達の制定文（もしくは公
布文）中または令達自体の冒頭に当該令達の名称また
は件名が記載されている場合にはこれを表示した。こ
れに対して、令達の名称・件名が制定文（もしくは公
布文）中にも令達自体の冒頭にも記載されていない令
達については、明治39年版『令達類纂』に収録されて
いるものについてはその名称・件名を採用して【　】
内に示し、それ以外のものについては筆者が当該令達
の内容に基づき〈　〉内に適宜名称・件名を付した。
本表中「備考（重複掲載状況等）」欄には、122件の令
達のうち、戦前期沖縄県の令達・令規集にも掲載され
ている令達について、その情報を表示した。また、既
存の令達を一部改正した令達については、被改正令達
の符号・整理番号を示した。
　【表３】には、【表２】に掲載した令達の一部につい
て、題目の誤記、掲載号の誤植などに関する注記、施

行日、全部改正された令達、廃止された令達等に関す
る補足説明を付した。

五　おわりに

　最後に、本稿で紹介した「本県公文」欄掲載の令達
の資料としての限界について言及しておこう。
　本来は『琉球新報』紙上の「本県公文」欄の掲載期
間は明治26年9月15日の創刊から5年6月余りに及ぶ
が、本稿で紹介したのは、明治27年の2件を除けば明
治31年4月1日公布から明治32年3月30日公布までの
1年間分の令達に止まる。明治27年分の大半、明治28、
29、30年の3箇年分のすべて、および明治31年の1～3
月分の令達は、この間の『琉球新報』の残存が確認さ
れていないため、現時点では未確認である。従って、
残存未確認の『琉球新報』のさらなる探求が期待され
る。令達類型に着目すると、上記1年間分の県令と告
示についてはほぼ網羅されているが、訓令については
ごく一部しか掲載されていない。ちなみに、明治39年
版『令達類纂』は同期間に発令された訓令のうち28件
を掲載しているが、「本県公文」は4件の訓令を掲載す
るに止まる。従って、「本県公文」欄に掲載されなかっ
た訓令およびその他の類型の令達（諭達、内訓等）に
ついては、別途探求の必要がある。

注
（ 1）　『琉球新報』創刊の経緯や創刊当時の形態・内容等につい

ては、大田昌秀「沖縄最初の新聞『琉球新報』」（『新聞学評
論』14号、1965年）53～69頁が詳しい。近代沖縄における
新聞の創刊・廃刊の状況については、下地智子「近代沖縄
における新聞の変遷」（『沖縄県史各論編第五巻近代』沖縄
県教育委員会、2011年）262～264頁による解説がある。

（ 2）　『琉球新報』紙上の「本県公文」とともに、戦前期の「沖
縄県公報」の所蔵・残存状況について検討した先行研究とし
て、玉木園子「戦前の沖縄県公報の残存状況について」（『史
料編集室紀要』28号、2003年）49～58頁がある。

（ 3）　これまでに、明治27年発行『学事規定全書』、明治39年
発行『沖縄県令達類纂〔初版〕』（以下「明治39年版『令達
類纂』」という。）、推定発行年明治41年～43年の『沖縄県
町村諸規程』、明治44年発行『沖縄県令達類纂〔改訂増補
版〕』（以下「明治44年版『令達類纂』」という。）、大正3年
発行『沖縄県会計法規』、大正4年発行『沖縄県町村自治之
栞　全』、昭和5年発行『糖業関係例規』、昭和9年発行『沖
縄県物産検査関係例規』、昭和10年発行『沖縄県警察法規類
典　全』、昭和14年発行の『沖縄県青年学校法令集　全』の
10件の令達・令規集を取り上げた。

（ 4）　青嶋敏「戦前期沖縄県の令達・令規の類型とその変遷に
ついて」（『愛知教育大学研究報告（人文・社会科学編）（オ
ンライン版）』62輯、2013年）119～127頁。

（ 5）　これらの文献資料については、青嶋敏「戦前期沖縄県の
令達令規について」（田里修・森謙二編『沖縄近代法の形成
と展開』榕樹書林、2013年）81～122頁で簡単に紹介した。

（ 6）　ただし、明治21年～明治24年発行の『官報』に掲載された
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沖縄県令の件名については、すでに、青嶋敏・金城善「『官
報』に掲載された沖縄県令の件名等と学事関係規定の変遷」
（『社会科学論集』47号、2009年）223～265頁で紹介した。

（ 7）　明治39年版『令達類纂』下巻609頁。
（ 8）　明治26年県令第39号「公布式一定」以前は、明治19年

県令甲第24号「公布式」によって「沖縄県県令ハ役所役場
番所蔵元ノ掲示場ニ掲出スルヲ以テ公布式トス」（明治19
年10月25日付『官報』第997号246頁「官庁事項」欄掲載
記事「県令公布式及施行期限」）と定められていた。なお、
『琉球新報』に「本県公文」欄が設けられていた当時の沖縄
県の令達の類型は、県令、訓令、訓示、諭達、告示、内訓、
達、正誤、報告の12類型であったと考えられる（青嶋、前
掲「戦前期沖縄県の令達・令規の類型とその変遷について」
120～121頁）。

（ 9）　明治39年版『令達類纂』下巻609～610頁。
（10）　明治39年版『令達類纂』下巻610頁。
（11）　「沖縄県公報」は当初は『琉球新報』の「附録又ハ号外トシ

テ発行」されたが、明治41年3月31日公布県令第26号「沖
縄県公文令」（横内家文書『沖縄県町村諸規程』232－233頁）
により、明治41年4月1日からは『琉球新報』と『沖縄新
聞』（明治38年11月3日創刊）の2紙に登載され（明治41年
3月31日付『琉球新報』第2849号2面6段掲載記事「本県公
文（3月31日）」参照）、さらに明治42年4月1日からは『琉
球新報』、『沖縄新聞』および『沖縄毎日新聞』（明治41年12
月10日創刊）の3紙に並行して登載された（明治42年4月1
日付『沖縄毎日新聞』第104号2面4段掲載「社告」および
同面5段掲載記事「公報指定」参照）。しかし、明治44年3
月30日公布県令第15号「沖縄県公文公布方法」（明治44年
版『令達類纂』第一類4頁）により、明治44年4月1日から
は沖縄県庁が自ら「沖縄県公報」を発行する方式に戻った。

（12）　本稿の執筆に当たっては、沖縄県立図書館郷土資料室が
所蔵する『琉球新報』の複製本を底本とし、浦添市立図書
館沖縄学研究室所蔵の複製本および国立国会図書館所蔵マ
イクロフィルムを合わせて参照した。戦前期に発行された

『琉球新報』の残存状況については、下地智子「明治・大正
期に沖縄本島内で発刊された新聞の保存状況」（『近代沖縄
の文学資料の収集・研究とデータベース化』〔文部省科学研
究費補助金研究成果報告書、1997年〕45頁以下所収）に詳
しい紹介があり、沖縄県立図書館における戦前の『琉球新
報』（複製を含む）の所蔵状況については、沖縄県立図書館
がウェブサイト上で提供している「県内発行新聞所蔵一覧」
によって、発行日・号数単位で確認することができる。な
お、戦前発行の『琉球新報』のほとんどが近年不二出版か
ら『琉球新報ＤＶＤ版』として発行されている。

（13）　同号の原紙は福岡県立図書館が所蔵しているが、沖縄県
公文書館、沖縄県立図書館および琉球新報新聞博物館で複
製版を閲覧することができる。なお、青嶋、前掲「戦前期
沖縄県の令達令規について」110頁において、現存する最初
の「本県公文」は『琉球新報』第215号掲載のそれである旨
記述したが、これをここで訂正する。

（14）　同号の原紙は山梨県立図書館（甲州文庫）が所蔵してい
るが、沖縄県立図書館で複製版を閲覧することができる。

（15）　これらの原紙は国立国会図書館が所蔵するが、沖縄県立
図書館で複製版を閲覧することができる。

（16）　これらの件数について青嶋、前掲「戦前期沖縄県の令達
令規について」110頁において記述した数値を、ここで訂正
する。

（17）　さらに、明治31年12月13日付『琉球新報』第918号2面
1段の「雑報」欄に「本年訓令第百三十二号末段『統計小票
ヲ』ノ五字ハ誤植ニ付削除ス」という「正誤」記事がある
が、明治31年の「訓令第百三十二号」自体は、『琉球新報』
の「本県公文」欄には掲載されていない。

（18）　明治39年版『令達類纂』の編纂方式については、青嶋、
前掲「戦前期沖縄県の令達令規について」87頁参照。

（19）　明治39年版『令達類纂』下巻609頁。

� （２０１3年9月30日受理）

整理番号 発行年月日 号 掲載面・段 掲載欄 記事見出し 関連令達
1 明治31/04/09 796号 3面1段 雑報 正誤 公文5
2 明治31/04/13 798号 1面1段 雑報 正誤 公文6
3 明治31/04/23 803号 1面3段 本県公文 本県公文の正誤 公文9
4 明治31/05/07 810号 2面1段 本県公文 正誤 公文9
5 明治31/05/13 813号 2面1段 雑報 正誤 公文21
6 明治31/06/01 822号 1面1段 本県公文 正誤 公文25
7 明治31/07/09 841号 3面1段 雑報 公文正誤 公文38
8 明治31/07/11 842号 2面1段 雑報 公文の正誤 注1
9 明治31/07/27 850号 3面1段 雑報 正誤 公文25
10 明治31/08/01 852号 1面1段 （巻頭） 公文正誤 公文47
11 明治31/08/27 865号 2面1段 雑報 正誤 公文52
12 明治31/09/21 877号 2面2～3段 雑報 正誤 公文56
13 明治31/10/01 882号 2面1段 雑報 正誤 公文58
14 明治31/10/21 892号 2面3段 雑報 公文正誤 公文63
15 明治31/10/23 893号 3面1段 雑報 公文正誤 公文64
16 明治32/01/07 929号 2面1段 本県公文 正誤 注2
17 明治32/01/25 938号 2面1～2段 本県公文 正誤 公文90、91、93、94、95
18 明治32/02/14 947号 2面1段 雑報 公文正誤 公文100、103
19 明治32/02/16 948号 2面1～2段 雑報 公文正誤 公文95
20 明治32/02/24 952号 2面1段 雑報 公文正誤 公文94
21 明治32/03/16 962号 2面1段 雑報 （見出しなし） 公文114

【表１】『琉球新報』紙上の「本県公文」欄掲載令達の正誤記事一覧

注1：明治31年告示第55号の正誤。同告示を掲載した『琉球新報』第841号附録の残存は確認されていない。
注2：明治31年告示第88号の正誤。同告示を掲載した『琉球新報』第927号の残存は確認されていない。
注3：明治31年12月13日付『琉球新報』第918号2面1段「雑報」欄に掲載の「正誤」記事は、「本県公文」欄に掲載された令達の訂

正に関するものではない。
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符号 整理
番号 公布年月日 制定年月日 令達

類型
令達
番号 令達の名称・件名 琉球新報

発行年月日
琉球新報
掲載号

琉球新報
掲載面段

備考
（重複掲載状況等）

公文 1 明治27/12/16 明治27/12/15 告示 治明＞行施定検種乙員教校学小＜号95 27/12/16 208号 １面1段

公文 2 明治27/12/28 明治27/12/28 県令 53号 ＜明治二十六年三月県令第十五号小学校設置区域及位置表中島尻地方ノ部第五ノ欄改正＞ 明治27/12/28 215号 １面1～2段 Ｅ4の一部改正。

公文 3 明治31/04/01 明治31/04/01 告示 29号 ＜大里尋常小学校仮教場設置ニ付キ大里間切役場移転＞ 明治31/04/01 792号 1面1段

公文 4 明治31/04/01 明治31/03/31 県令 10号 ＜明治三十年五月県令第十六号沖縄県尋常中学校諸規則中第三条第四条第二十六条第四拾条改正＞ 明治31/04/01 792号 2面1～2段

公文 5 明治31/04/07 明治31/04/07 告示 30号 ＜豊禄兼高等小学校仮教場設置ニ付キ豊見城間切役場移転＞ 明治31/04/07 795号 2面1段

公文 6 明治31/04/11 明治31/04/11 県令 11号 公立小学校教員給料及旅費額並給料旅費其他諸給与ニ関スル規程 明治31/04/11 797号 1面1～4段
2面1段

公文 7 明治31/04/15 明治31/04/14 告示 治明＞出届失遺札鑑許免業稼妓娼＜号13 31/04/15 799号 1面1段
公文 8 明治31/04/19 明治31/04/19 県令 12号 【露店ニ陳列シ又ハ行商スル食品覆蓋ヲ設クヘキ件】 明治31/04/19 801号 1面1段 Ａ558（一部改正）

段4～1面1号20812/40/13治明則規院病〕立県〔号31令県12/40/13治明12/40/13治明9文公

公文 10 明治31/04/23 明治31/04/23 県令 14号 ＜明治二十六年三月県令第十四号小学校教員検定等ニ関スル細則第十条第二項改正＞ 明治31/04/23 803号 1面1段 Ｅ14の一部改正。

公文 11 明治31/04/23 明治31/04/23 県令 15号 ＜明治三十年十二月県令第三十号徴兵令施行ニ関スル諸願届書式第一乃至第三ノ一部改正＞ 明治31/04/23 803号 1面1～2段

公文 12 明治31/04/23 明治31/04/23 県令 治明件ルス関ニ員事参兵徴区隊備警縄沖号61 31/04/23 803号 1面2段
公文 13 明治31/04/23 明治31/04/23 告示 治明＞件ノ集募徒生所成養員教業工京東＜号23 31/04/23 803号 1面2～3段
公文 14 明治31/04/25 明治31/04/25 告示 33号 ＜台湾惣〔ママ〕督府直轄国語学校師範部生徒語学部生徒募集要項＞ 明治31/04/25 804号 1面1～3段
公文 15 明治31/04/27 明治31/04/25 告示 治明＞届失紛状免猟狩等三種乙＜号43 31/04/27 805号 1面1段

公文 16 明治31/04/29 明治31/04/29 告示 35号 ＜山梨県東山梨郡菱山村役場火災ニヨリ戸籍諸帳簿焼失ニ付キ該村在籍者ニシテ本県入寄留中ノモノ届出方＞ 明治31/04/29 806号 1面1段

公文 17 明治31/04/29 明治31/04/28 訓令 70号 ＜ペスト病流行ニ付キ明治二十八年県令第十八号達清潔法施行規則励行＞ 明治31/04/29 806号 2面1段

公文 18 明治31/05/05 明治31/05/04 告示 治明＞届失紛状免猟狩等三種乙＜号63 31/05/05 809号 2面1段
公文 19 明治31/05/07 明治31/05/07 告示 治明＞設開会査審糖砂回八十第＜号73 31/05/07 810号 2面1段
公文 20 明治31/05/09 明治31/05/07 告示 治明＞届失遺状免猟狩等三種乙＜号83 31/05/09 811号 1面1段
公文 21 明治31/05/11 明治31/05/11 告示 治明＞設開科習講員教准校学小回四第＜号93 31/05/11 812号 2面1～2段

公文 22 明治31/05/21 明治31/05/21 告示 40号 ＜北海道移住民ニシテ北海道内ノ一港ニ上陸後二ヶ月以内ニ更ニ移住目的地ニ到ラムトスル者ヘ船賃割引券下附＞ 明治31/05/21 817号 1面1段

公文 23 明治31/05/23 明治31/05/23 告示 治明＞了結査審会査審糖砂回八十第＜号14 31/05/23 818号 1面1段
部一（563Ａ段2～1面2号02872/50/13治明則規査検馬牡種号71令県72/50/13治明72/50/13治明42文公 改正）
文同（183Ａ段3～1面1号12892/50/13治明則規舶船形球琉号81令県92/50/13治明92/50/13治明52文公 ）
）文同（783Ａ段3面1号12892/50/13治明】札鑑船形球琉【号91令県92/50/13治明92/50/13治明62文公

公文 27 明治31/05/29 明治31/05/09
〔ママ〕 告示 42号 ＜福井県三方郡南西郷村役場火災ニヨリ戸籍諸帳簿焼失ニ付キ該村在籍者ニシテ本県入寄留中ノモノ届出方＞ 明治31/05/29 821号 2面1段

公文 28 明治31/05/29 明治31/05/28 訓令 76号 琉球形船舶規則施行手続 明治31/05/29 821号 2面1～2段 Ａ382（同文）
公文 29 明治31/06/01 明治31/06/01 告示 43号 10/60/13治明】件ノ称改〕ママ〔所察警上水【 822号 1面1段 Ａ413（同文）

公文 30 明治31/06/05 明治31/06/05 告示 44号 ＜明治三十一年三月本県告示第二十七号北海道へ渡来者種痘証明書携帯ノ件ハ廃止＞ 明治31/06/05 824号 1面1段

公文 31 明治31/06/11 明治31/06/11 告示 45号 ＜兵庫県下在住中廿七八年戦役ニ関シ其筋ヘ金員又ハ物品ヲ献納シタルモノニテ行賞漏ノモノ申出ヘキ件＞ 明治31/06/11 827号 2面1段

公文 32 明治31/06/11 明治31/06/11 告示 46号 ＜本県在住中廿七八年戦役ニ関シ其筋ヘ金員物品ヲ献納シ又ハ従軍者家族ヲ賑恤セシモノニシテ行賞漏ノモノ申出ヘキ件＞ 明治31/06/11 827号 2面1段

【表２】『琉球新報』紙上の「本県公文」欄掲載の沖縄県令達一覧
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符号 整理
番号 公布年月日 制定年月日 令達

類型
令達
番号 令達の名称・件名 琉球新報

発行年月日
琉球新報
掲載号

琉球新報
掲載面段

備考
（重複掲載状況等）

公文 33 明治31/06/11 明治31/06/11 告示 47号 ＜愛知県北設楽郡本郷村役場火災ニヨリ必要ノ文書悉皆焼失ニ付キ該村在籍者ニシテ本県入寄留中ノモノ届出方＞ 明治31/06/11 827号 2面1段

公文 34 明治31/06/17 明治31/06/17 告示 治明＞行執験試員習講校学語国府督総湾台＜号84 31/06/17 830号 2面1段
公文 35 明治31/06/17 明治31/06/17 告示 49号 ＜南風原尋常小学校仮教場設置ニ付キ南風原間切役場移転＞ 明治31/06/17 830号 2面1段

公文 36 明治31/06/23 明治31/06/23 告示 50号 ＜京都府下又ハ福岡県下在住中廿七八年戦役ニ関シ其筋ヘ金員物品ヲ献納シ又ハ従軍者家族ヲ賑恤セシモノニシテ行賞漏ノモノ申出ヘキ件＞ 明治31/06/23 833号 2面1段

公文 37 明治31/07/01 明治31/07/01 告示 治明＞節期扱取務事所支売専草煙葉山重八＜号15 31/07/01 837号 2面1段

公文 38 明治31/07/07 明治31/07/07 県令 20号 ＜明治三十年県令第二十七号高等小学校設置区域校数位置表中国頭郡ノ欄改定＞ 明治31/07/07 840号 2面1段

公文 39 明治31/07/07 明治31/07/07 県令 21号 ＜明治三十年五月県令第十六号沖縄県尋常中学校規則第五章第三十八条改正＞ 明治31/07/07 840号 2面1段

公文 40 明治31/07/07 明治31/07/07 告示 52号 <島尻郡各間切本年種牡馬検査ノ場所及期日> 明治31/07/07 840号 2面1段 公文24による告示。

公文 41 明治31/07/09 明治31/07/07 告示 53号 第十回九州沖縄八県連合共進会規則 明治31/07/09 841号 1面1～4段
2面1～4段

公文 42 明治31/07/09 明治31/07/07 告示 治明続手品出会進共合連県八縄沖州九回十第号45 31/07/09 841号 2面4段
公文 43 明治31/07/13 明治31/07/13 告示 57号 ＜中頭郡各間切本年種牡馬検査ノ場所及期日＞ 明治31/07/13 843号 2面1段 公文24による告示。
公文 44 明治31/07/15 明治31/07/15 告示 58号 ＜国頭郡各間切本年種牡馬検査ノ場所及期日＞ 明治31/07/15 844号 2面1段 公文24による告示。

公文 45 明治31/07/21 明治31/07/21 告示 59号 ＜愛知岡山両県下在住中明治廿七八年戦役ニ関シ其筋ニ金員、物品ヲ献納シ又ハ従軍者家族ヲ賑恤セシモノニシテ行賞漏ノモノ申出ヘキ件＞ 明治31/07/21 847号 1面1段

公文 46 明治31/07/27 明治31/07/27 県令 22号 ＜明治三十年五月県令第十六号沖縄県尋常中学校諸規則第二十六号倫理科ノ下ニ国語科ノ三字ヲ追加＞ 明治31/07/27 850号 1面1段

公文 47 明治31/07/29 明治31/07/29 県令 23号 砂糖樽製造営業規則 明治31/07/29 851号 1面1～3段 Ａ340（一部改正）
公文 48 明治31/08/03 明治31/08/03 告示 60号 ＜本部間切備瀬小浜二ケ村海岸ニ於テ漂着物拾揚＞ 明治31/08/03 853号 2面1段
公文 49 明治31/08/07 明治31/08/07 県令 24号 70/80/13治明則規科習講子男校学範師県縄沖 855号 1面1～4段 Ａ235（一部改正）

公文 50 明治31/08/21 明治31/08/21 告示 61号 ＜補助銀貨流通ヲ普及セシムル為メ各地本支金庫ヲシテ無手数料ニテ交換セシム＞ 明治31/08/21 862号 1面1段

公文 51 明治31/08/23 明治31/08/23 県令 25号 32/80/13治明程規助補費防予病染伝島切間区 863号 1面1～2段 Ａ660（一部改正）
公文 52 明治31/08/25 明治31/08/25 県令 26号 段2～1面1号46852/80/13治明則規締取業営水合混
公文 53 明治31/08/27 明治31/08/27 告示 72/80/13治明＞届失遺冊壹帳手査巡＜号26 865号 1面1段

公文 54 明治31/09/01 明治31/09/01 県令 27号 ＜明治三十一年三月県令第七号尋常小学校教科用図書表中追加並挿入＞ 明治31/09/01 867号 2面1段

公文 55 明治31/09/15 明治31/09/15 告示 63号 ＜東京上野公園地桜ケ丘日本美術協会列品館ニ於テ美術展覧会開設ニ付出品希望者規則承合＞ 明治31/09/15 874号 1面1段

公文 56 明治31/09/17 明治31/09/17 告示 64号 ＜明治三十二年度陸軍召集旅費支給場包轄区域＞ 明治31/09/17 875号 2面1～4段

公文 57 明治31/09/27 明治31/09/27 告示 65号 ＜島尻郡小禄間切役場小学校新築工事中同役場ニ仮教場設置ニ付キ移転＞ 明治31/09/27 880号 2面1段

公文 58 明治31/09/29 明治31/09/29 告示 66号 92/90/13治明】件ノ置設所査検樽糖砂【 881号 2面1～2段 Ａ339（一部改正）
公文 59 明治31/10/05 明治31/10/05 県令 28号 50/01/13治明則細集募徒生校学範師県縄沖 884号 2面1～2段 Ａ233（同文）
公文 60 明治31/10/05 明治31/10/05 県令 29号 50/01/13治明則細務服生業卒校学範師県縄沖 884号 2面2段 Ａ234（一部改正）
公文 61 明治31/10/07 明治31/10/07 告示 67号 ＜明治三十一年九月告示第六十六号砂糖樽検査所追加＞ 明治31/10/07 885号 2面1段 公文58の一部改正。

公文 62 明治31/10/09 明治31/10/09 県令 30号 ＜明治廿六年八月県令第三十八号沖縄県師範学校教科用図書漢文科教科書改正＞ 明治31/10/09 886面 1面1段

公文 63 明治31/10/19 明治31/10/19 告示 治明＞転移中繕修署分察警満糸郡尻島＜号86 31/10/19 891号 2面1段
公文 64 明治31/10/21 明治31/10/21 告示 治明＞届失遺状免猟狩等三種乙＜号96 31/10/21 892号 2面1段
公文 65 明治31/10/23 明治31/10/23 県令 31号 32/01/13治明定規ルス関ニ員率引兵役現 893号 2面1段 Ａ191（同文）
公文 66 明治31/10/25 明治31/10/25 告示 70号 ＜明治三十一年九月告示第六十六号砂糖樽検査所追加＞ 明治31/10/25 894号 2面1段 公文58の一部改正。
公文 67 明治31/11/07 明治31/11/07 告示 治明＞集募徒生科理科文校学範師等高子女＜号17 31/11/07 900号 2面1段
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公文 68 明治31/11/09 明治31/11/09 告示 72号 ＜明治三十一年九月告示第六十六号砂糖樽検査所追加＞ 明治31/11/09 901号 2面1段 公文58の一部改正。

公文 69 明治31/11/11 明治31/11/11 告示 73号 ＜小学校教員退隠料又ハ扶助料請求手続ニ関シ滋賀県ニ於テ県令発布シタル旨通知＞ 明治31/11/11 902号 2面1段

公文 70 明治31/11/13 明治31/11/13 県令 32号 ＜明治三十一年三月県令第七号尋常小学校教科用図書表中追加挿入＞ 明治31/11/13 903号 2面1段

公文 71 明治31/11/13 明治31/11/13 告示 74号 ＜高等師範学校文科生理科生並ニ撰科生募集＞ 明治31/11/13 903号 2面1段
公文 72 明治31/11/27 明治31/11/24 告示 治明＞届失遺状免獲捕除駆獣鳥害有＜号57 31/11/27 909号 2面1段

公文 73 明治31/11/27 明治31/11/27 告示 76号 ＜海難破船ノ為メ行衛〔ママ〕不明ニ付キ漂着先見聞ノ者届出方＞ 明治31/11/27 909号 2面1段

公文 74 明治31/12/01 明治31/12/00 告示 77号 ＜明治三十一年九月告示第六十六号砂糖樽検査所追加＞ 明治31/12/01 912号 2面1段 公文58の一部改正。
公文 75 明治31/12/01 明治31/12/01 告示 10/21/13治明＞効無葉八札鑑商行薬売＜号87 912号 2面1段
公文 76 明治31/12/01 明治31/12/01 告示 治明＞転移キ付ニ成落事工繕修署分察警満糸＜号97 31/12/01 912号 2面1段
公文 77 明治31/12/03 明治31/12/03 告示 治明＞表日期及置位域区所定検設特器衡量度＜号08 31/12/03 913号 2面1段

公文 78 明治31/12/03 明治31/12/03 告示 81号 ＜明治二十六年県令第十四号小学校教員検定等ニ関スル細則第一条ニ依リ乙種検定試験施行＞ 明治31/12/03 913号 2面1段

公文 79 明治31/12/05 明治31/12/05 告示 82号 ＜明治三十年四月県告示第十五号甲号村頭配置表中島尻郡真和志間切ノ中追加改正＞ 明治31/12/05 914号 2面1段 Ａ113の一部改正。

公文 80 明治31/12/23 明治31/12/23 告示 32/21/13治明＞届失紛状免業営術灸鍼＜号38 923号 2面1段
公文 81 明治31/12/25 明治31/12/24 告示 治明＞鳴打号信火出メ為ノ行執式初出防消＜号48 31/12/25 924号 2面1段
公文 82 明治31/12/25 明治31/12/24 告示 85号 ＜台湾ヨリ来ル船舶ニ対シペスト検疫実施＞ 明治31/12/25 924号 2面1段

＜鹿児島県漁業取締規則並潜水器及銃砲使用漁業取締規則発布通知＞ 明治31/12/25 924号 2面1～2段

段4～1面1号52972/21/13治明続の上同
段3～1面1号62992/21/13治明続の上同

公文 84 明治31/12/29 明治31/12/29 告示 87号 ＜乗船転覆行方不明ニ付キ漂着先見聞ノ者届出方＞ 明治31/12/29 926号 1面3～4段

公文 85 明治32/01/05 明治32/01/05 県令 1号 ＜明治十六年（十二月）甲第五十八号布達甲役所々轄内の〔ママ〕人民乙役所々轄内に〔ママ〕関係事件出願手続廃止＞ 明治32/01/05 928号 2面1段 Ａ廃127に相当。

公文 86 明治32/01/13 明治32/01/13 告示 1号 ＜所在不明・紛失売薬行商鑑札自今無効トス＞ 明治32/01/13 932号 2面1段

公文 87 明治32/01/21 明治32/01/21 県令 2号 ＜明治二十六年三月県令第十五号尋常小学校及分校設置区域校数位置表中改定＞ 明治32/01/21 936号 2面1段 Ｅ4の一部改正。

公文 88 明治32/01/21 明治32/01/20 告示 2号 ＜娼妓稼業免許鑑札紛失ノ旨届出自今無効トス＞ 明治32/01/21 936号 2面1段
公文 89 明治32/01/21 明治32/01/21 告示 3号 ＜第十回九州沖縄八県連合共進会事務所、本県事務所設置＞ 明治32/01/21 936号 2面1段
公文 90 明治32/01/23 明治32/01/23 県令 3号 間切島会ニ関スル規定 明治32/01/23 937号 1面1～3段 Ａ96（一部改正）
公文 91 明治32/01/23 明治32/01/23 県令 4号 間切島村有財産管理規定 明治32/01/23 937号 1面3～4段 Ａ137（一部改正）
公文 92 明治32/01/23 明治32/01/23 県令 5号 間切島組合ニ関スル規定 明治32/01/23 937号 1面5段 Ａ98（同文）
公文 93 明治32/01/23 明治32/01/23 治明定規ルス関ニ債負村島切間号6令県 32/01/23 937号 2面1段 Ａ99（一部改正）
公文 94 明治32/01/23 明治32/01/23 県令 治明定規ルス関ニ算決及算予出入歳島切間号7 32/01/23 937号 2面1～2段 Ａ100（同文）

公文 95 明治32/01/23 明治32/01/23 県令 8号 間切島歳入出予算及決算式並費目流用ニ関スル規定 明治32/01/23 937号 2面2～4段
附録 Ａ101（一部改正）

公文 96 明治32/01/25 明治32/01/25 告示 4号 ＜明治三十一年九月告示第六十六号砂糖樽検査所追加＞ 明治32/01/25 938号 2面1段 公文58の一部改正。
公文 97 明治32/02/02 明治32/02/02 告示 5号 ＜那覇区水道起業ニ付測量等施行ノ為起業者民有地立入認可＞ 明治32/02/02 941号 2面1段
公文 98 明治32/02/04 明治32/02/04 告示 40/20/23治明正改程規場験試事農県縄沖号6 942号 2面1段
公文 99 明治32/02/08 明治32/02/08 告示 治明＞書相人者明分不方行覆転船乗＜号7 32/02/08 944号 2面1段
公文 100 明治32/02/10 明治32/02/10 県令 9号 伝染病予防法施行細則 明治32/02/10 945号 2面1段 Ａ546（同文）
公文 101 明治32/02/10 明治32/02/10 県令 10号 ＜明治二十六年七月県令第二十七号第十四条第二項刪除追加＞ 明治32/02/10 945号 2面1～2段 Ｅ6の一部改正。
公文 102 明治32/02/10 明治32/02/10 訓令 治明則規査調績成験試業学校学小号12 32/02/10 945号 2面2段

公文 83 明治31/12/25 明治31/12/25 告示 86号
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公文 103 明治32/02/12 明治32/02/10 号64921/20/23治明続手行施法防予病染伝号22令訓 1面1～4段
2面1段 Ａ547（一部改正）

公文 104 明治32/02/16 明治32/02/16 告示 8号 ＜小学校教員退隠料及遺族扶助料請求手続ニ関シ富山県令発布＞ 明治32/02/16 948号 2面1段

公文 105 明治32/02/18 明治32/02/18 県令 11号 ＜明治三十一年三月県令第七号尋常小学校教科用図書表中五字挿入＞ 明治32/02/18 949号 2面1～2段

公文 106 明治32/02/18 明治32/02/18 県令 12号 ＜明治二十六年県令第十五号尋常小学校設置区域並校数位置表中国頭郡今帰仁間切ノ欄改正＞ 明治32/02/18 949号 2面1～2段 Ｅ4の一部改正。

公文 107 明治32/02/18 明治32/02/18 告示 9号 ＜未教育第一補充兵歩兵ヲ九十日間教育ノタメ召集＞ 明治32/02/18 949号 2面1段
公文 108 明治32/02/22 明治32/02/22 告示 10号 ＜明治三十一年九月告示第六十六号砂糖樽検査所追加＞ 明治32/02/22 951号 2面1段 公文58の一部改正。
公文 109 明治32/03/02 明治32/02/28 県令 13号 ＜明治十四年十一月二十二日甲第百拾八号第三項ニ但書追加＞ 明治32/03/02 955号 2面1段 Ａ773の一部改正。
公文 110 明治32/03/02 明治32/03/02 告示 11号 20/30/23治明】件ノ可認合組商糖出輸【 955号 2面1段 Ａ345（同文）

20/30/23治明＞）完未（表格合査検馬牡種＜ 955号 2面2～3段

治明＞）続（表格合査検馬牡種＜ 32/03/04 956号 1面1～4段
2面1～2段

治明＞）続（表格合査検馬牡種＜ 32/03/06 957号 1面1～4段
2面1～2段

治明＞）完（）続（表格合査検馬牡種＜ 32/03/08 958号 1面1～4段
2面1～2段

公文 112 明治32/03/10 明治32/03/10 県令 14号 ＜明治三十一年四月県令第十一号第十二条第三項中五字削除第三十四条追加＞ 明治32/03/10 959号 2面1段 公文6の一部改正。

公文 113 明治32/03/10 明治32/03/10 告示 治明＞集募徒生科芸技校学範師等高子女＜号31 32/03/10 959号 2面1段
公文 114 明治32/03/12 明治32/03/12 県令 15号 ＜明治三十一年五月県令第一七号種牡馬検査規則中改正＞ 明治32/03/12 960号 2面1段 公文24の一部改正。
公文 115 明治32/03/16 明治32/03/16 告示 治明＞設開科習講員教准校学小回五第＜号41 32/03/16 962号 2面1～2段
公文 116 明治32/03/16 明治32/03/16 告示 15号 ＜明治三十一年九月告示第六十六号砂糖〔樽〕検査所追加＞ 明治32/03/16 962号 2面1段 公文58の一部改正。

公文 117 明治32/03/18 明治32/03/18 県令 16号 ＜明治二十六年三月県令第十五号尋常小学校及分校設置区域校数位置表中那覇ノ部ヲ改正＞ 明治32/03/18 963号 2面1段 Ｅ4の一部改正。

公文 118 明治32/03/22 明治32/03/22 県令 17号 ＜明治二十九年四月県令第十号第四条改定＞ 明治32/03/22 965号 2面1段
公文 119 明治32/03/22 明治32/03/22 告示 16号 ＜座間味間切阿眞村共有船ニ乗込出港ノ侭行方不明者人相着衣＞ 明治32/03/22 965号 2面1～3段
公文 120 明治32/03/24 明治32/03/24 県令 18号 ＜明治三十一年八月県令第二十四号第五条改定＞ 明治32/03/24 966号 2面1段 公文49の一部改正。

公文 121 明治32/03/24 明治32/03/24 県令 19号 ＜明治三十一年三月県令第七号尋常小学校教科用図書表中巻ノ六乃至巻ノ八ノ定価欄ニ十五字挿入＞ 明治32/03/24 966号 2面1段

公文 122 明治32/03/30 明治32/03/30 県令 20号 号96903/30/23治明程規与賞負勝山負勝原 2面1段 Ａ325（同文）
注：備考欄における符号Ａと整理番号は明治39年版『令達類纂』所収の沖縄県令達に、符号Ｅと整理番号は『学事規定全書』所収の沖縄県令達に、筆者が付したものである。

公文 111 明治32/03/02 明治32/03/02 告示 12号
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番号 補　　注

公文 4 第4条の改正条文は掲載されていない。
公文 6 明治26年5月県令第20号「公立小学校教員給料及旅費額並給料旅費其他諸給与ノ支払方法」の全部改正。明治31年5月1日施行。
公文 9 明治31年6月1日施行。公文9の制定文中では「県立病院規則」と表記しているが、令達の題目は「病院規則」と表記している。
公文 19 『琉球新報』は明治31年5月7日付を第809号と表記しているが、誤植であり、正しくは第810号である。
公文 20 『琉球新報』は明治31年5月9日付を第810号と表記しているが、誤植であり、正しくは第811号である。
公文 25 明治31年6月16日施行。明治19年3月甲第23号布達「琉球形船舶規則」、明治25年3月県令第7号を廃止。

公文 27 『琉球新報』は告示第42号の制定日を「明治丗一年五月九日」と表記しているが、明治31年告示第41号（公文23）の制定・公布月日が5月23日であることからみて、誤植であると推
定される。

公文 47 明治31年10月1日施行。明治23年12月県令甲第43号「砂糖樽製造営業取締規則」の全部改正。
公文 49 公文49は、全15条、別表（沖縄県師範学校男子講習科学科課程）、書式第1から第5までで構成されている。。
公文 52 明治31年9月1日施行。
公文 59 明治26年8月県令第32号「沖縄県尋常師範学校生徒募集細則」の全部改正。
公文 60 明治26年8月県令第33号「沖縄県尋常師範学校卒業生服務細則」の全部改正。
公文 65 公文65の題目では「現役兵引率員ニ関する規定」と表記されている。
公文 72 公文72の掲載面は「四」と表示されているが、誤植であり、正しくは2面である。
公文 73 公文73の掲載面は「四」と表示されているが、誤植であり、正しくは2面である。
公文 74 原文では制定日の表記が欠落している。
公文 80 原文では「九百九十三号」と表記されているが、誤植であり、正しくは923号である。
公文 81 原文では「九百九十四号」と表記されているが、誤植であり、正しくは924号である。
公文 82 原文では「九百九十四号」と表記されているが、誤植であり、正しくは924号である。
公文 83 原文では「九百九十四号」および「九百九十五号」と表記されているが、誤植であり、正しくは924号および925号である。

公文 95 第一号書式の後半および第二号書式は附録に掲載されている。公文95の制定文中では「規定」と表記し、題目中では「規程」と表記しいるが、明治32年1月25日付『琉球新報』第938
号2面掲載の「正誤」では「題目中程ハ定ノ誤植」であとしている。

公文 98 明治31年3月告示第17号「沖縄県農事試験場規程」の全部改正。
公文 100 本県令の施行日に明治30年県令第24号「伝染病患者届出手続」を廃止。
公文 101 明治32年4月1日施行。
公文 102 明治32年4月1日施行。
公文 104 公文104は、明治32年2月3日富山県令第6号の発布に関する告示である。
公文 110 公文110は、「県外輸出糖商」の同業組合の認可である。

公文 114 明治32年3月16日付『琉球新報』第962号2面1段「雑報」欄に「本年三月十二日付本県令第十五号『明治三十一年五月種牡馬検査規則第十七号中』トアルハ『明治三十一年五月県令第
十七号種牡馬検査規則中』ノ誤」という正誤記事がある。

公文 118 公文118は、女子講習科生徒の収容定員と募集定員に関する規定の改正である。
公文 120 公文120は、男子講習科の定員に関する規定の改正である。
公文 122 明治32年4月1日施行。

【表３】　【表２】への補注


